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＜概 要＞ 

 

試験研究用等原子炉施設の設置許可基準規則の要求事項を明確化するとともに、それ

ら要求に対する HTTR 原子炉施設の適合性を示す。 
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１．基本方針 

1.1 要求事項の整理 

外部からの衝撃による損傷の防止について、設置許可基準規則第 6条の要求事項を明確

化する（表１）。 

 

表１ 設置許可基準規則第 6条 要求事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設置許可基準規則 

第 6条（外部からの衝撃による損傷の防止） 
備考 

1 安全施設は、想定される自然現象（地震及び津波を除

く。次項において同じ。）が発生した場合においても安

全機能を損なわないものでなければならない。 

 

 

2 重要安全施設は、当該重要安全施設に大きな影響を及ぼ

すおそれがあると想定される自然現象により当該重要安

全施設に作用する衝撃及び設計基準事故時に生ずる応力

を適切に考慮したものでなければならない。 

 

3 安全施設は、工場等内又はその周辺において想定される

試験研究用等原子炉施設の安全性を損なわせる原因とな

るおそれがある事象であって人為によるもの（故意によ

るものを除く。）に対して安全機能を損なわないもので

なければならない。 
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1.2 設置許可申請書における記載 

1.2.1 位置、構造及び設備 

 

ロ．試験研究用等原子炉施設の一般構造 

（３） その他の主要な構造 

（ｉ）原子炉施設は、（１）耐震構造、（２）耐津波構造に加え、次の基本方針のもとに

安全設計を行う。 

 

a.（外部からの衝撃による損傷の防止） 

安全施設は、原子炉施設敷地で予想される自然現象（洪水・降水、風(台風)、竜巻、

凍結、積雪、落雷、地滑り、火山の影響、生物学的事象、森林火災）又はその組合せ

に遭遇した場合において、自然現象そのものがもたらす環境条件及びその結果として

原子炉施設で生じ得る環境条件においても安全機能を損なわない設計とする。 

上記に加え、重要安全施設は、科学的技術的知見を踏まえ、当該重要安全施設に大

きな影響を及ぼすおそれがあると想定される自然現象により当該重要安全施設に作

用する衝撃及び設計基準事故時に生じる応力をそれぞれの因果関係及び時間的変化

を考慮して、適切に組み合わせる。 

また、安全施設は、敷地及びその周辺において想定される原子炉施設の安全性を損

なわせる原因となるおそれがある事象であって人為によるもの（飛来物(航空機落下

等)、ダムの崩壊、爆発、近隣工場等の火災、有毒ガス、船舶の衝突、電磁的障害）に

対して安全機能を損なわない設計とする。 

 想定される自然現象及び原子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれが

ある事象であって人為によるものに対しては、必要に応じて設備と運用による対策を

組み合わせた措置を講じることにより、安全施設が安全機能を損なわない設計とする。

また、安全施設が安全機能を損なわないために必要な安全施設以外の施設又は設備等

への措置を含める。 
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1.3 設置許可申請書の添付書類における記載 

1.3.1 安全設計方針 

（１）設計方針 

1. 安全設計 

1.1 安全設計の方針 

1.1.1 安全設計の基本方針 

1.1.1.4 外部からの衝撃 

安全施設は、原子炉施設敷地で想定される洪水、風(台風)、竜巻、凍結、降水、積雪、

落雷、地滑り、火山の影響、生物学的事象、森林火災等の自然現象(地震及び津波を除く。)

が発生した場合においても、安全機能を損なわない設計とする。また、自然現象の組合

せにおいては、風（台風）、積雪及び火山の影響による荷重の組合せを考慮した設計とす

る。 

上記に加え、重要安全施設は、当該重要安全施設に大きな影響を及ぼすおそれがある

と想定される自然現象により当該重要安全施設に作用する衝撃及び設計基準事故時に生

じる応力を適切に考慮した設計とする。 

さらに、安全施設は、原子炉施設敷地内又はその周辺において想定される飛来物(航空

機落下等)、ダムの崩壊、爆発、近隣工場等の火災、有毒ガス、船舶の衝突、電磁的障害

等の原子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって人為による

もの(故意によるものを除く。)に対して、安全機能を損なわない設計とする。 

 

1.2.1 高温工学試験研究炉の特徴 

安全上の重要度分類を定めるに当たり、考慮する高温工学試験研究炉の主要な特徴は、

次のとおりである。 

(1) 発電用軽水炉と比べて、原子炉の熱出力、発熱密度は低く、原子炉の炉心で蓄積

される核分裂生成物の量は少ないため、潜在的リスクは小さい。一方、水冷却型試

験研究用原子炉と比べ冷却材の温度、圧力が高いことを考慮する必要がある。 

(2) 原子炉は、セラミックス等で多重被覆した被覆燃料粒子、減速材及び構造材とし

て黒鉛、冷却材としてヘリウムガスを用いる。 

燃料は、耐熱性に優れ、燃料最高温度が 1,600℃以下ならば核分裂生成物の保持機

能が損なわれることはない。 

炉心構造物の黒鉛は、耐熱性に優れ、高温でも炉心構成材としての健全性を保つ

ことができる。 

ヘリウムガスは、化学的に不活性で構造材との化学反応はない。また、冷却材の相

変化による冷却条件の急激な変化はない。 

(3) 炉心は、発熱密度に比して大きな熱容量を有し、出力の過渡変化及び冷却能力の

異常な低下に対する炉心構成要素の温度変化が少なく、かつ、緩慢である特性を有

する。 

事故時の炉心の温度上昇は発電用軽水炉に比べると極めて緩慢であり、事故の拡
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大を防止するための処置をとる時間的余裕が大きい。 

(4) 万一、冷却材喪失時に制御棒が挿入されなくても、固有の特性により原子炉の核

出力は低下する。この場合に、炉心の強制冷却を行わなくても、原子炉圧力容器外

面からの熱除去により炉心からの残留熱除去が可能である。 

高温工学試験研究炉を用いた安全性実証試験(特殊運転として実施)によって、炉

心流量が喪失した場合に制御棒挿入操作を行わなくても、各種の制限値を上回るこ

となく、固有の特性により原子炉が安定な状態に維持されることが実証されている。 

 

1.3 重要安全施設の設定 

1.3.1 選定の基本方針 

重要安全施設は、安全機能を有する安全施設のうち特に安全機能の重要度が高いも

のであり、試験炉設置許可基準規則第 6条第 2項、第 12 条第 2項及び第 28 条第 1項

の要求事項を満たす設計とする。 

選定に当たっては、以下に示す高温工学試験研究炉の固有の安全性を考慮した安全

確保のために必要な機能（「止める」、「冷やす」、「閉じ込める」及び「使用済燃料冷

却」）を確保できるよう考慮する。 

① 原子炉の緊急停止機能  

② 放射性物質の閉じ込め機能（原子炉冷却材圧力バウンダリ及び周辺公衆へ過度の

被ばくを及ぼす可能性のある系統） 

③ 原子炉の停止及び放射性物質の閉じ込めの状態監視に必要な監視機能 

④ 原子炉建家使用済燃料貯蔵プールの貯蔵機能 

なお、炉心冷却機能について、高温工学試験研究炉では、炉心の形成の維持ができ

れば、原子炉の固有の安全性から自然放熱により炉心の冷却が可能である。 

 

1.3.2 第 6 条に関する重要安全施設 

試験炉設置許可基準規則第 6 条第 2 項に規定されている重要安全施設(以下「第 6

条に関する重要安全施設」という。)は、試験炉設置許可基準規則の解釈に従い、「研

究炉の重要度分類の考え方」の「4.(1)自然現象に対する設計上の考慮」を参考に、

次の系統を選定する。 

① クラス 1 

② PS-2 のうち機能喪失した場合に周辺公衆へ過度の被ばくを及ぼす可能性のあ

る系統及び MS-2 のうち設計基準事故時にプラント状態を把握する機能を有す

る系統 

 

上記の系統は、当該重要安全施設に大きな影響を及ぼすおそれがあると想定される

自然現象により当該重要安全施設に作用する衝撃及び設計基準事故時に生ずる応力

を適切に考慮する設計とする。 

第 6条に関する重要安全施設を第 1.3.1 表に示す。 
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1.8 竜巻防護 

1.8.1 竜巻防護に関する基本方針 

原子炉施設は、供用期間中に極めてまれであっても、その発生により原子炉施設

に影響を与える竜巻として「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド」（以下「竜巻評価

ガイド」という。）(1)を参考に想定した竜巻に対して原子炉の安全性を損なわない設

計とする。想定する竜巻に対しては、設備と運用による対策を組み合わせ、安全確

保上重要な原子炉の「停止」、「冷却」、「閉じ込め」及び「使用済燃料冷却」機能を

損なわない設計とする。このため、竜巻に対して防護する安全機能として、高温工

学試験研究炉の特徴を考慮した原子炉の緊急停止機能、放射性物質の閉じ込め機能

（原子炉冷却材圧力バウンダリ及び周辺公衆に過度の被ばくを与える可能性のある

系統）及びそれらに必要な監視機能並びに使用済燃料の貯蔵機能を抽出する。 

なお、炉心冷却機能については、原子炉の停止後は原子炉の固有の安全性によ

り、自然放熱による炉心の冷却が可能であること、及び使用済燃料の冷却機能につ

いては、冷却機能が喪失しても十分な時間的余裕をもって貯蔵機能が維持できるこ

とから防護する安全機能として抽出しない。 

竜巻から防護する施設（以下「竜巻防護施設」という。）は「第 1．2 安全機能の

重要度分類」に示すクラス１及びクラス 2に属する構築物、系統及び機器のうち、

防護する安全機能を有するものとして第 1.3.1 表に示す重要安全施設並びに使用済

燃料貯蔵建家の貯蔵セル及び貯蔵ラックを選定し、竜巻の影響を評価し、安全機能

を損なわない設計とする。評価に当たっては、竜巻防護施設を内包する原子炉建家

及び使用済燃料貯蔵建家を対象とする。なお、建家が損傷する可能性がある場合に

は、その損傷の影響により竜巻防護施設が安全機能を損なわないことを評価し設計

する。 

竜巻に対しては、原子炉施設に影響が及ぶ前に原子炉の停止操作を講じるととも

に、停止後の状態及び使用済燃料の冷却の状態を監視する。これらの状態の監視に

必要な電源は竜巻防護施設である直流電源設備の蓄電池から供給する設計とし、さ

らに蓄電池の枯渇後(60 分以降)は、可搬型計器、可搬型発電機等を用いて、商用電

源が復旧するまでの間、必要な監視を継続して行う。 

竜巻防護施設以外のクラス 2及びクラス 3に属する構築物、系統及び機器は、竜

巻による損傷を受けたとしても原子炉は安全に停止・維持でき、また放射性物質の

閉じ込め及び使用済燃料の貯蔵は確保できることから、竜巻による影響を評価する

対象とせず、代替措置や修復等の対応により必要な機能を確保する。 

 

 

1.8.2 竜巻の影響に対する設計方針 

竜巻評価ガイド(1)を参考にして設定した設計竜巻の最大風速は 92m/s とする。な

お、竜巻の影響に対する設計に当たっては、設計竜巻の最大風速 92m/s に余裕を考
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慮して最大風速 100m/s を用いる。また、竜巻評価ガイド(1)を参考にして設定した最

大接線風速は 85m/s とする。 

設計飛来物は、現地調査により抽出した建家に衝突する可能性がある飛来物につ

いて、竜巻評価ガイド(1)を参考に、形状、剛性及び飛散時の運動エネルギーを考慮

して鋼製材(質量、長さ、幅、奥行き：135kg、4.2m×0.3m×0.2m)及び鋼製パイプ

(質量、長さ、直径：8.4kg、2m×φ0.05m)を選定する。 

竜巻防護施設は、竜巻により生じる風圧力による荷重、気圧差による荷重及び設

計飛来物の衝撃による荷重を組み合わせた複合荷重とその他の荷重（常時作用する

荷重、運転時荷重）を適切に組み合わせた設計荷重に対して、安全機能を損なわな

い設計とする。なお、設計竜巻と設計基準事故が同時に発生する頻度は低いことか

ら、設計竜巻による荷重と設計基準事故時荷重との組合せは考慮しない。また、竜

巻以外の自然現象として雷、雪、雹及び大雨が想定されるが、いずれも施設への影

響が相乗しないことから、竜巻以外の自然現象による荷重と設計竜巻との組み合わ

せは考慮しない。 

また、竜巻防護施設は、設計飛来物の衝突による影響に対して、安全機能を損な

わない設計とする。このため、竜巻防護施設を内包する原子炉建家及び使用済燃料

貯蔵建家を外殻として防護する設計とする。 

ただし、竜巻による設計飛来物の衝突により、竜巻防護施設の設置区画の壁面に

裏面剥離が生じる可能性がある場合には、その影響により竜巻防護施設が安全機能

を損なわないことを評価し設計する。 

竜巻随伴事象として、ＨＴＴＲ機械棟屋外タンクに飛来物が衝突することによる

火災、飛来物が衝突することによる屋外配管等の損傷による溢水及び外部電源喪失

を想定し、これらに対して、竜巻防護施設の安全機能を損なわない設計とする。火

災については、「1.10 外部火災防護」にてＨＴＴＲ 機械棟屋外タンクの火災を評価

し影響のないことを確認している。溢水に対しては、飛来物が衝突することによる

屋外配管等の損傷による溢水の発生を考慮しても、竜巻防護施設を原子炉建家及び

使用済燃料貯蔵建家内に設置していることから、建家外壁により水の侵入を防止で

きるため、竜巻防護施設への影響はない。外部電源喪失に対しては、原子炉停止後

の監視に必要な直流電源設備及び安全保護系用交流無停電電源装置を竜巻防護施設

として安全機能を損なわない設計とする。 

竜巻防護対策として、資機材等の設置状況を踏まえ、飛来物となる可能性のある

もののうち、飛来した場合の運動エネルギーが設計飛来物よりも大きいものについ

ては、飛来物のサイズや剛性を考慮し、飛来物とならないように、竜巻防護施設を

内包する建家からの離隔、撤去、固縛、固定を行う。また、竜巻防護対策の状況及

び新規飛来物の有無について、原子炉起動前に飛来物調査を実施し確認する。竜巻

防護施設に対する竜巻防護対策等を第 1.8.1 表に示す。 

竜巻の近接予測及び近接時の対策として、気象庁が発表する竜巻注意情報、雷注

意報等の気象情報により、１時間先までに竜巻等の発生する可能性が高まっている
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領域に敷地が含まれると予測された場合、原子炉施設に影響が及ぶ前に原子炉の停

止操作を行うとともに、車両の退避等の必要な措置を講ずる。 

また、竜巻により商用電源が喪失し、さらに非常用発電機による給電も期待でき

ない場合は、直流電源設備の蓄電池による電源供給により、原子炉停止後の状態及

び使用済燃料冷却の状態を監視する。さらに、蓄電池の枯渇後(60 分以降)は、商用

電源が復旧するまでの間、可搬型計器、可搬型発電機等を用いて、原子炉圧力容器

上鏡温度、補助冷却器出口ヘリウム圧力、貯蔵プール水位等の必要な監視を継続し

て行う措置を講じる。可搬型発電機の設置場所は、竜巻飛来物の影響を考慮し原子

炉建家内の 2箇所とするとともに、可搬型発電機の接続先は竜巻飛来物の影響が及

ばない原子炉建家内の地下とする。また、可搬型発電機は原子炉建家外の 2箇所に

各 1式を設計竜巻の直径（60ｍ）以上の距離を離して保管するものとし、可搬型計

器、ケーブル等は外殻として防護する原子炉建家内の 2箇所に各 1式を分散して保

管することにより、監視に必要な資機材を竜巻の影響から防護する。なお、可搬型

発電機の原子炉建家内への設置作業は、竜巻の通過後等、竜巻による環境影響が緩

和した後に行う。 

 

1.8.3 参考文献 

(1)「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド」（平成 25 年 6月 原子力規制委員会） 
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第 1.3.1 表 第 6 条に関する重要安全施設 

 

No. 安全機能 構築物・系統・機器 

1 原子炉冷却材圧力バウンダリ 
原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する機器

配管系 

2 過剰反応度の印加防止 スタンドパイプ、スタンドパイプクロージャ 

3 炉心の形成 
炉心構成要素、炉心支持鋼構造物、炉心支持黒

鉛構造物 

4 放射性物質の貯蔵 
使用済燃料貯蔵設備の貯蔵プール、貯蔵ラッ

ク 

5 1 次冷却材の内蔵 

1 次ヘリウム純化設備(原子炉冷却材圧力バウ

ンダリとの接続部から原子炉格納容器外側隔

離弁までの範囲) 

6 
実験・照射の関連機能 

(核分裂生成物の放散防止) 
実験設備の一部 

7 原子炉の緊急停止、未臨界維持 制御棒系 

8 
原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防

止 
1 次冷却設備の安全弁 

9 原子炉停止系への起動信号の発生 安全保護系(停止系) 

10 安全上特に重要な関連機能 中央制御室 

11 事故時のプラント状態の把握 事故時監視計器の一部 

12 

安全上特に重要な関連機能 

直流電源設備 

13 安全保護系用交流無停電電源装置 

 

第 1.8.1 表 竜巻防護施設に対する竜巻防護対策等 

 

竜巻防護施設 
竜巻の最大

風速条件 
飛来物対策 

竜巻防護施設を 

内包する建家 

想定する設計

飛来物 

原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する機器配管系 

100m/s 
固縛等の対策、 

車両の退避等 

原子炉建家 鋼製材 

鋼製パイプ 

スタンドパイプ、スタンドパイプクロージャ 

炉心構成要素、炉心支持鋼構造物、炉心支持黒鉛構造物 

1 次ヘリウム純化設備（原子炉冷却材圧力バウンダリと

の接続部から原子炉格納容器外側隔離弁までの範囲） 

制御棒系 

1 次冷却設備の安全弁 

事故時監視計器の一部 

安全保護系（停止系） 

直流電源設備・安全保護系用交流無停電装置 

実験設備の一部 

中央制御室 

使用済燃料貯蔵設備の貯蔵プール、貯蔵ラック 

使用済燃料貯蔵設備の貯蔵セル、貯蔵ラック 使用済燃料貯蔵建家 
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第 1.8.1 表 竜巻防護施設に対する竜巻防護対策等 

 

竜巻防護施設 
竜巻の最大 

風速条件 
飛来物対策 

竜巻防護施設を 

内包する建家 

想定する 

設計飛来物 

原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する機器

配管系 

100m/s 
固縛等の対策、

車両の退避等 

原子炉建家 
鋼製材、 

鋼製パイプ 

スタンドパイプ、スタンドパイプクロージャ 

炉心構成要素、炉心支持鋼構造物、炉心支持黒

鉛構造物 

1 次ヘリウム純化設備（原子炉冷却材圧力バウ

ンダリとの接続部から原子炉格納容器外側隔

離弁までの範囲） 

制御棒系 

1 次冷却設備の安全弁 

事故時監視計器の一部 

安全保護系（停止系） 

直流電源設備・安全保護系用交流無停電装置 

実験設備の一部 

中央制御室 

使用済燃料貯蔵設備の貯蔵プール、貯蔵ラック 

使用済燃料貯蔵設備の貯蔵セル、貯蔵ラック 
使用済燃料 

貯蔵建家 

 

（２）適合性 

（外部からの衝撃による損傷の防止） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

適合のための設計方針 

1 について 

安全施設は、以下のとおり構造物及び機器の条件を設定し、地震及び津波以外の

想定される自然現象によって原子炉施設の安全性が損なわれないようにする。 

(8) 竜巻 

竜巻防護施設は、最大風速 100m/s の竜巻が発生した場合においても、竜巻

による風圧力による荷重、気圧差による荷重及び飛来物の衝突荷重を組み合

第六条 安全施設は、想定される自然現象（地震及び津波を除く。次項において同じ。）が発

生した場合においても安全機能を損なわないものでなければならない。 

2 重要安全施設は、当該重要安全施設に大きな影響を及ぼすおそれがあると想定される自

然現象により当該重要安全施設に作用する衝撃及び設計基準事故時に生ずる応力を適切に

考慮したものでなければならない。 

3 安全施設は、工場等内又はその周辺において想定される試験研究用等原子炉施設の安全

性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって人為によるもの（故意によるものを

除く。）に対して安全機能を損なわないものでなければならない。 
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わせた荷重等に対して、安全機能を損なわない設計とする。また、設計竜巻と

設計基準事故が同時に発生する頻度は低いことから、設計基準事故時荷重と

設計竜巻との組合せは考慮しない。 

施設に影響が及ぶおそれがある竜巻の接近が予測された場合は、原子炉の

停止操作を行うとともに、車両の退避等の必要な措置を講ずる。 

 

2 について 

原子炉施設のうち、次に示す重要安全施設は、当該重要安全施設に大きな影響を

及ぼすおそれがあると想定される自然現象により当該重要安全施設に作用する衝

撃及び設計基準事故時に生じる応力をそれぞれの因果関係及び時間的変化を考慮

して、適切に組み合わせる設計とする。 

(1) クラス 1 

(2) PS-2 のうち機能喪失した場合に周辺公衆へ過度の被ばくを及ぼす可能性の

ある系統及び MS-2 のうち設計基準事故時にプラント状態を把握する機能を

有する系統 

 

重要安全施設に大きな影響を及ぼすおそれがあると想定される自然現象は、第 1 

項において選定した自然現象に含まれる。ＨＴＴＲでは、重要安全施設は全て原子

炉建家内に内包されており、自然現象に対しては建家を外殻として防護する設計と

している。このため、自然現象の衝撃が重要安全施設に作用することはない。また、

設計基準事故時に建家の健全性に影響を与える有意な応力が生じることもない。 

このことから、自然現象により重要安全施設に作用する衝撃及び設計基準事故時

に生じる応力を組み合わせる必要はなく、重要安全施設は、個々の自然現象に対し

て、安全機能を損なわない設計とする。 

 

1.3.2 気象等 

9. 竜巻（ＨＴＴＲ） 

 9.1 検討の基本方針 

自然現象に対する設計上の考慮として、想定される自然現象に対して原子炉施設が

安全性を損なわないことを確認するため、竜巻影響評価を実施する。 

竜巻影響評価は、「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド」（以下「竜巻評価ガイド」

という。）(1)を参考に、竜巻検討地域の設定、基準竜巻の最大風速の設定及び設計竜巻

の最大風速の設定の流れで実施する。 

 

 9.2 竜巻検討地域の設定 

大洗研究所（北地区）が立地する地域と、気象条件の類似性の観点から検討を行

い、竜巻検討地域を設定する。 
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大洗研究所（北地区）の敷地は、茨城県東茨城郡大洗町の南部に位置し、敷地東側

は太平洋に面している。この太平洋側沿岸における、気象条件の類似性の観点から、

気象総観場ごとの竜巻発生場所の分析を行い、原子炉施設が立地する大洗研究所（北

地区）と類似の地域を抽出する。 

気象庁の「竜巻等の突風データベース」(2)を基に、独立行政法人原子力安全基盤機構

が東京工芸大学に委託した研究の成果（以下「東京工芸大学の委託成果」という。）(3)を

参考に、気象総観場を低気圧、台風、停滞前線、局地性降雨（局地性擾乱、雷雨含む）、

季節風及びその他の 6つに分類する。なお、使用するデータは竜巻等の突風データベー

ス(2)を基に 1961 年から 2012 年 6 月のものとする。第 9.2.1 図に示す気象総観場ごとの

竜巻発生位置から、発生場所の傾向を確認する。 

台風起因の竜巻は、九州から太平洋側の沿岸で発生しており、停滞前線起因の竜巻

は北海道を除く地域で発生している。なお、低気圧、局地性降雨（局地性擾乱、雷雨

含む）、季節風及びその他の起因の竜巻は日本全国で発生しており地域性はない。 

竜巻発生の地域性が見られる台風起因と停滞前線起因の発生エリアの重なりを考慮

すると、九州、山口の沿岸部、及び太平洋側沿岸部において竜巻発生の観点から類似

性があると判断できる。 

これらの検討を踏まえ、海岸線付近に竜巻の発生が集中していることを考慮し、宮

城県、福島県、茨城県、千葉県、東京都、神奈川県、静岡県、愛知県、三重県、和歌

山県、徳島県、高知県、山口県及び九州（沖縄県含む）の海岸線から陸側及び海側そ

れぞれ 5km の範囲（面積：約 89,500km2）を竜巻検討地域に設定する。竜巻検討地域を

第 9.2.2 図に示す。 

 

 9.3 基準竜巻の最大風速の設定 

基準竜巻の最大風速(VB)は、竜巻検討地域において過去に発生した竜巻による最大風

速(VB1)及び竜巻最大風速のハザード曲線による最大風速(VB2)のうち大きい方の風速を

設定する。 

 (1) 竜巻検討地域において過去に発生した竜巻による最大風速(VB1) の設定 

日本で過去に発生した最大の竜巻は、竜巻等の突風データベース(2) （1961年から2012

年 6 月）によると第 9.3.1 表に示す藤田スケールで F3 である。F3 スケールにおける風

速は第 9.3.2 表から 70m/s～92m/s であることから、竜巻検討地域において過去に発生

した竜巻による最大風速(VB1)を 92m/s と設定する。  

 

 (2) 竜巻最大風速のハザード曲線による最大風速(VB2) の設定 

ハザード曲線による竜巻最大風速(VB2)は、竜巻検討地域における竜巻の観測記録等に

基づき評価する。第 9.3.1 図に竜巻ハザード算定フローを示す。評価は、竜巻データの

分析、竜巻風速及び被害幅並びに被害長さの確率密度分布、それらの相関係数の算定、

ハザード曲線の算定によって構成される。 
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 a. 竜巻の発生頻度の分析 

評価対象とする竜巻は、竜巻等の突風データベース(2)をもとに、竜巻検討地域に

おける 1961 年から 2012 年 6 月の 51.5 年間に発生した竜巻事例を使用する。 

竜巻等の突風データベース(2)では、1961 年以降に発生した竜巻に関する情報が

データベース化されているが、観測体制は近年になるほど強化されており、年代

による観測値の品質のばらつきを考慮し、以下の基本的考え方に基づいて竜巻デ

ータを Fスケール毎に整理する。 

① 被害が小さくて見過ごされやすい F0 及び Fスケール不明竜巻に対しては、観

測体制が強化された 2007 年以降の年間発生数や標準偏差を採用する。  

② 被害が比較的軽微な F1竜巻に対しては、観測体制が整備された 1991 年以降の

年間発生数や標準偏差を採用する。 

③ 被害が比較的大きく見逃されることがないと考えられる F2及び F3 竜巻に対し

ては、観測記録が整備された 1961 年以降の全期間の年間発生数や標準偏差を

採用する。 

なお、竜巻検討地域外で発生して竜巻検討地域内に移動した竜巻も発生数にカウ

ントする。 

また、F0～F1、F2～F3 等のように、Fスケールをまたいだ定義がなされている場

合は、保守性を考慮して、それぞれ F1、F3 等として評価する。 

 

F スケールが不明な竜巻は以下のように取扱う。陸上で発生した竜巻（以下「陸

上竜巻」という。）及び海上で発生して陸上へ移動した竜巻（以下「上陸竜巻」と

いう。）については、被害があって初めてその Fスケールが推定されるため、これ

らの竜巻は被害が少ない F0 竜巻と見なす。海上竜巻については、その竜巻の Fス

ケールを推定することは困難であることから、沿岸部近傍での海上竜巻の発生特性

は、上陸竜巻を含む陸上竜巻と類似していると仮定し、陸上竜巻の Fスケール別の

発生比率で按分する。 

以上の考え方に基づく各年代別の竜巻発生数の分析結果を第 9.3.3 表に示す。ま

た、海上竜巻の発生数を陸上竜巻の Fスケール別発生比率で按分した分析結果を第

9.3.4 表に示す。その結果、ハザード曲線の算定に使用する疑似竜巻を含めた 51.5

年間の発生総数は 1,338 個となった。 

年代毎の竜巻データの品質のばらつき及び Fスケール不明竜巻の取扱いにより、

観測実績（346 個）に対して保守性を高めた評価としている。 

 

 b. 年発生数の確率密度分布の算定 

竜巻の年発生数の確率密度分布は、東京工芸大学の委託成果(3)によればポアソン

分布若しくはポリヤ分布に従う。ポアソン分布は、稀な現象の場合に有用な分布で

ある。一方、ポリヤ分布は、発生状況が必ずしも独立でない稀な現象の場合に有用な

分布である。台風や前線により竜巻が発生した場合、同時多発的に複数の竜巻が発
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生する状況が考えられるため、ポリヤ分布の方が実現象をより反映できると考えら

れる。 

なお、国内を対象とした竜巻の年発生数の分布の適合性に関する検討結果は、東

京工芸大学の委託成果(3)に示されており、陸上竜巻及び海上竜巻の両方の発生数に

ついて、適合性の良いポリヤ分布により設定した。 

以上より、ハザード曲線の算定に当たって使用する竜巻年発生数の確率密度分布

はポリヤ分布を採用する。竜巻検討地域における竜巻の年発生数の確率密度分布を

第 9.3.2 図に示す。 

 

 c. 竜巻風速、被害幅及び被害長さの確率密度分布と相関係数の算定 

竜巻発生数と同様に、竜巻等の突風データベース(2)をもとに、竜巻被害幅及び竜

巻被害長さの観測データを分析する。 

なお、疑似的な竜巻の作成に伴う竜巻の被害幅又は被害長さの情報が無い竜巻に

対しては、被害幅又は被害長さを有する竜巻の観測値を与えている。その際は、被

害幅又は被害長さが大きいデータから優先的に用いることで、これらの平均値が大

きくなるように工夫している。また、被害幅又は被害長さが幅を持って記載されて

いる場合は大きい値を用い、0m の場合は計算に用いないとして保守的な評価とし

た。 

ハザード曲線を算定するためには、1つの竜巻が発生した際の竜巻風速、被害幅

及び被害長さの確率密度分布が必要となる（第 9.3.1 図参照）。そこで、これまで

算定した竜巻検討地域における 51.5 年間の竜巻発生数、被害幅及び被害長さのデ

ータを用いて確率密度分布を求める。その際、竜巻評価ガイド(1)及び東京工芸大学

の委託成果(3)を参照して、確率密度関数が対数正規分布に従うものとして評価す

る。本評価に用いた竜巻検討地域における竜巻パラメータを第 9.3.5 表に示す。 

第 9.3.3 図(1)～第 9.3.3 図(3)に竜巻風速及び竜巻被害幅並びに被害長さに対す

る確率密度分布を示す。また、第 9.3.4 図(1)～第 9.3.4 図(3)に竜巻風速及び竜巻

被害幅並びに被害長さの超過確率を示す。これらは観測結果と整合している。 

1961 年以降の観測データを用いて竜巻風速、被害幅及び被害長さについての相関

係数を算定した結果を第 9.3.6 表に示す。 

算定結果から、竜巻検討地域においては、各変量間に約 0.4 程度の相関が認めら

れ、風速が大きいほど被害域の幅・長さが大きくなる傾向となる。 

 

 d. 竜巻影響エリアの設定 

竜巻影響エリアは、設計対象施設を含む円形に設定する。竜巻影響エリアを円形

に設定することで、ハザード曲線の評価において竜巻の移動方向に依存しないとし

て評価を行う。ＨＴＴＲ原子炉施設の竜巻影響エリアは、第 9.3.5 図のＨＴＴＲ原

子炉施設の概略配置図に示すように、原子炉建家などの主要な施設が、直径 140m

の円内に収まることから、この円（面積:約 15,400m２）を竜巻影響エリアとする。 
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 e. ハザード曲線の算定方法 

ハザード曲線の算定においては、東京工芸大学の委託成果(3)にならってポリヤ分

布を用いる 。竜巻の発生頻度は、以下のポリヤ分布で表されると仮定する。 

･････(9-1 式) 

ここで、Nは竜巻の年発生数、νは竜巻の年平均発生数、Tは年数である。βは

ポリヤ分布パラメータであり、下式で表される。 

･････(9-2 式) 

ここで、σは竜巻の年発生数の標準偏差である。 

D を対象とする構造物が風速 V0以上の竜巻に遭遇する事象とし、評価対象とする

構造物が 1つの竜巻に遭遇し、その竜巻の風速が V0以上となる確率を R(V0) とした

時、T 年以内にいずれかの竜巻に遭遇し、かつ竜巻風速が V0以上となる確率は、下

式のようになる。 

･････(9-3 式) 

この R(V0) は、竜巻影響評価の対象地域の面積（竜巻検討地域の面積）を A0、1

つの竜巻の風速が V0以上となる面積を DA(V0) とすると下式で示される。 

･････(9-4 式) 

ここで、E[ ] は期待値を意味する。 

また、以下のようにして DA(V0) の期待値を算定し、（9-4 式）により R(V0) を

算定して、竜巻検討地域における竜巻の年発生数に関するポリヤ分布の特性値を用

いて（9-3 式）より PV0,T(D)を求める。風速を V、被害幅を w、被害長さを lとし、f

（V,w,l） 等の同時確率密度分布を用いると、竜巻影響エリアを円形で設定してい

るため竜巻の移動方向に依存しないことから、DA(V0) の期待値は（9-5 式）のよう

に表すことができる 。 
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E[DA(V0）]= 


0




0




0v

W(V0）lｆ（V,w,l）dVdwdl

lｆ（V,l）dVdl


0

+L

+L


0

W(V0）ｆ（V,w）dVdw

+S 


v0

ｆ（V）dV




0v




0v

･････(9-5 式) 

ここで、Lは竜巻影響エリアの直径、Sは竜巻影響エリアの面積、lf(V,l) およ

び f(V,w)はそれぞれ、竜巻の被害長さ及び被害幅方向に沿った面に竜巻影響評価

対象構造物を投影した時の長さである。 

また、風速の積分範囲の上限値は、ハザード曲線の形状が不自然にならない程度

に大きな値として 120 m/s に設定した。また、W(V0) は、竜巻の被害幅のうち風速

が V0 を超える部分の幅であり、（9-6 式）により算定される。 

･････(9-6 式) 

ここで、Vmin は、被害が発生し始める風速に位置づけられる。このため、竜巻の

最小風速を考慮して F0竜巻（17～32m/s）の最小風速である Vmin=17m/s とした。 

 

 f. 竜巻最大風速のハザード曲線による最大風速（VB2）の設定 

竜巻最大風速のハザード曲線を第 9.3.6 図に示す。竜巻最大風速のハザード曲線

による最大風速（VB2）は、年超過確率 10-5に相当する風速として、63.6m/s と設定

する。 

 

 (3) 基準竜巻の最大風速（VB）の設定 

基準竜巻の最大風速（VB）は、過去に発生した竜巻による最大風速 VB1=92m/s と竜巻最

大風速のハザード曲線による最大風速 VB2=63.6m/s のうちの大きい方の風速とすること

から、原子炉施設における基準竜巻の最大風速(VB)は 92m/s と設定する。  

 9.4 設計竜巻の最大風速の設定 

設計竜巻の最大風速(VD)は、原子炉施設が立地する地域の特性を考慮して、基準竜巻

の最大風速(VB)の適切な割増し等を考慮して設定する。 

設計竜巻の設定に当たっては、丘陵等による地形効果によって下り斜面において竜

巻が増幅する可能性があると考えられることから (4)、立地する地域における設計対象

施設の周辺地域等の地形について検討した。  

検討の結果、ＨＴＴＲ原子炉施設の設計竜巻の最大風速については、以下のとおりと
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する。 

大洗研究所（北地区）は標高 35～40m の平坦な台地に位置し、敷地内には 13～16m 位

の高低がある。ＨＴＴＲ原子炉施設は標高約 36.5m に位置しており、東西方向及び南北

方向からみても下り斜面には位置していない。 

以上より、基準竜巻が周辺地形により増幅される可能性はなく、設計竜巻(VD)＝基準

竜巻(VB)と考えられることから、設計竜巻の最大風速(VD)は 92m/s と設定する。 

 

 9.5 参考文献 

(1) 原子力規制委員会,原子力発電所の竜巻影響評価ガイド,2013 年 6月, 29p. 

(2) 気象庁,竜巻等の突風データベース, 

http://www.data.jma.go.jp/obd/stats/data/bosai/tornado/index.html(参照：

2013 年 10 月 4日). 

(3) 東京工芸大学,平成 21～22 年度原子力安全基盤調査研究（平成 22 年度）竜巻による

原子力施設への影響に関する調査研究,独立行政法人原子力安全基盤機構委託研究成果

報告書,2011 年 2 月, 424p. 

(4) Lewellen, D.C., Effects of Topography on Tornado Dynamics: A Simulation 

Study, 26th Conference on Severe Local Storms, American Meteorological 

Society, Nov. 5-8, 2012, 7p. 
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第 9.3.1 表 日本で過去に発生した F3竜巻一覧 

No 発生日時 発生場所緯度 発生場所経度 発生場所 

1 1971 年 07 月 07 日 07 時 50 分 35 度 52 分 45 秒 
139 度 40 分 13

秒 
埼玉県 浦和市 

2 1990 年 12 月 11 日 19 時 13 分 35 度 25 分 27 秒 
140 度 17 分 19

秒 
千葉県 茂原市 

3 1999 年 09 月 24 日 11 時 07 分 34 度 42 分 4 秒 137 度 23 分 5 秒 愛知県 豊橋市 

4 2006 年 11 月 07 日 13 時 23 分 43 度 58 分 39 秒 
143 度 42 分 12

秒 

北海道 網走支庁 

佐呂間町 

5 2012 年 05 月 06 日 12 時 35 分 36 度 6 分 38 秒 
139 度 56 分 44

秒 
茨城県 常総市 

 

第 9.3.2 表 藤田スケールと風速の関係 

スケール 風速 

F0 17～32m/s（約 15 秒間の平均） 

F1 33～49m/s（約 10 秒間の平均） 

F2 50～69m/s（約 7 秒間の平均） 

F3 70～92m/s（約 5 秒間の平均） 

F4 93～116m/s（約 4 秒間の平均） 

 

 

第 9.3.3 表 竜巻検討地域における竜巻発生数の分析結果 

 

  

 

竜巻検討 
地域 

発生数の 
統計 

陸上で発生した竜巻 海上で発生して陸上へ移動した竜巻 海上 
竜巻 

総数 
F0 F1 F2 F3 

F 
不明 小計 F0 F1 F2 F3 

F 
不明 小計 

F 
不明 

1961～ 
2012/6 

(51.5 年間) 

期間内 
総数 38 78 30 3 14 163 13 43 19 3 7 85 98 346 

平均値 0.74 1.51 0.58 0.06 0.27 3.17 0.25 0.83 0.37 0.06 0.14 1.65 1.90 6.72 

標準 
偏差 1.85 1.50 0.73 0.24 0.66 2.98 0.52 1.29 0.63 0.24 0.40 1.77 4.77 8.06 

1991～ 
2012/6 

(21.5 年間) 

期間内 
総数 38 47 12 1 10 108 13 33 9 0 5 60 98 266 

平均値 1.77 2.19 0.56 0.05 0.47 5.02 0.60 1.53 0.42 0.00 0.23 2.79 4.56 12.37 

標準 
偏差 2.56 1.72 0.75 0.22 0.92 3.58 0.67 1.68 0.67 0.00 0.43 2.03 6.62 9.93 

2007～ 
2012/6 

(5.5 年間） 

期間内 
総数 27 10 1 0 6 44 7 3 0 0 3 13 73 130 

平均値 4.91 1.82 0.18 0.00 1.09 8.00 1.27 0.55 0.00 0.00 0.55 2.36 13.27 23.64 

標準 
偏差 3.73 1.73 0.43 0.00 1.64 5.08 0.80 0.58 0.00 0.00 0.58 1.25 9.12 14.87 

疑似 
51.5 年間 
(陸上竜巻) 

期間内 
総数 253 113 30 3 57 456 66 80 19 3 29 197 684 1337 

平均値 4.91 2.19 0.58 0.06 1.11 8.85 1.27 1.55 0.37 0.06 0.55 2.36 13.28 25.96 

標準 
偏差 3.73 1.72 0.73 0.24 1.64 4.48 0.80 1.68 0.63 0.24 0.58 2.06 9.12 10.37 
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第 9.3.4 表 51.5 年間の竜巻発生数の分析結果 

竜巻検討地域 発生数の統計 
F スケール 

F0 F1 F2 F3 合計 

疑似 

51.5 年間 

（全竜巻） 

期間内総数 870 363 94 11 1338 

平均値 16.89  7.05  1.83  0.21  25.98  

標準偏差 6.51  3.19  1.31  0.44  7.38  

 

第 9.3.5 表 竜巻検討地域における竜巻パラメータ(51.5 年間の分析結果) 

竜巻検討地域 

（海岸±5km） 
パラメータ 統計量 

F スケール 

F0 F1 F2 F3 計 

疑似 

51.5 年間 

（全竜巻） 

発生数 

期間内総数 870 363 94 11 1338 

平均値(年) 16.89 7.05 1.83 0.21 25.98 

標準偏差(年) 6.51 3.19 1.31 0.44 7.38 

被害幅 

期間内総数 870 363 94 11 1338 

平均値(m) 59.30 132.54 250.64 563.64 96.76 

標準偏差(m) 58.50 190.86 382.18 727.36 175.85 

被害長さ 

期間内総数 870 363 94 11 1338 

平均値(km) 1.14 2.87 5.36 14.86 2.02 

標準偏差(km) 0.93 3.12 4.77 14.43 3.03 

 

第 9.3.6 表 竜巻風速、被害幅、被害長さの相関係数の算定* 

相関係数（対数） 風速 被害幅 被害長さ 

風速 1.000 0.397 0.435 

被害幅 － 1.000 0.397 

被害長さ － － 1.000 

＊観測データのみを用いて算定 
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第 9.2.1 図 気象総観場ごとの竜巻発生位置 

  

凡例 

竜巻発生位置 

□ 低気圧 

△ 台風 

○ 停滞前線 

● 局地性降雨、局地性擾乱、 

雷雨 

■ 季節風 

▲ その他 



竜巻－21 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 9.2.2 図 竜巻検討地域 

  

－：竜巻検討地域 
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気象庁「竜巻等の突風データベース」

竜巻の発生頻度の分析（竜巻の年発生数確率分布）
（観測体制を考慮したFスケール毎データ観測期間、Fスケール不明の取扱い）

竜巻最大風速確率密度分布 
　ｆ（V)

竜巻被害幅確率密度分布　        
ｆ（W)

竜巻被害長さ確率密度分布
　ｆ（L)

V、W、Lの相関

被害面積の期待値
E[DA(V0)]

竜巻影響エリアの面積

１つの竜巻により被害を受けた場合に竜巻風速がV0を超える確率
R(V0)=E[DA(V0)]/A0

竜巻検討地域の面積
　A0

いずれかの竜巻により被害を受けた場合に竜巻風速がV0を超える確率
PV0・T(D)（ハザード曲線）

 

第 9.3.1 図 竜巻ハザードの算定フロー 

 

 

第 9.3.2 図 竜巻年発生数の確率密度分布 
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第 9.3.3 図(1) 竜巻風速の確率密度分布 第 9.3.4 図(1) 竜巻風速の超過確率 

第 9.3.3 図(2) 竜巻被害幅の確率密度  

分布 

第 9.3.4 図(2) 竜巻被害幅の超過確率  

第 9.3.3 図(3) 竜巻被害長さの確率密度分布 第 9.3.4 図(3) 竜巻被害長さの超過確率 
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第 9.3.5 図 ＨＴＴＲ原子炉施設の概略配置図 

 

 

第 9.3.6 図 竜巻最大風速のハザード曲線（海側陸側各 5km の評価） 

 

 

1.3.3 設備等 

  該当無し 

  

原子炉建家 使用済燃料貯蔵建家 

竜巻影響エリア(直径 140m の円) 

 HTTR 原子炉施設の概略配置図 

大洗研究所（北地区）施設配置図 
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２．ＨＴＴＲ原子炉施設の 

外部からの衝撃による損傷防止（竜巻） 

（適合性説明資料） 
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平成 27 年 12 月 18 日審査会合におけるコメント 

 

 

＜回答＞ 

調査範囲を設定するに当たり、HTTR 敷地内の竜巻飛来物を抽出して評価した結果、竜巻

防護施設の外殻に影響を与える可能性のある物の最大飛散距離は約 170m であった（第 1 表

参照）。 

その結果を基に、原子炉建家から 170ｍまでの範囲を確認したところ、調査済みの範囲外

では第 1 図に示すように森林しか存在しないことから、森林の内側である HTTR 敷地を調査

範囲とした。 

 なお、樹木については、F3 時における飛散指標によると、「森林の大木でも、大半折れる

か倒れるかし、引き抜かれることもある。」となっていることから、実際に発生した F3 竜巻

の竜巻被害調査報告※2 を確認したところ、幹の折損及び根の引抜きによる被害の報告がさ

れていた。しかしながら樹木が折損及び引抜かれた後はいずれの場合もその場に留まってお

り、さらに竜巻により巻き上げられることはないため飛来物とは設定していない。 

 

第 1 表 主な竜巻飛来物の飛散距離 

名称 飛散距離[m]※1 

車両 
普通車 148 

軽自動車 165 

鋼製材（設計飛来物） 168 

※1 フジタモデルによる評価 

 

※2 参考文献：「平成 24 年 5 月 6 日茨城県つくば市で発生した建築物等の竜巻被害調査報告」(ISSN1346-7328 国総研資

料 第 703 号)（URL: :http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn0703pdf/ks070306.pdf） 

 

 

 

 

竜巻飛来物の現地調査範囲を HTTR 敷地内としている理由について説明すること。 
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出典：国土地理院（資料を加工して作成） 

 

第 1 図 HTTR 周辺の状況 

  

原子炉建家 

１７０m 

１７０m 

１７０m 

１７０m 
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＜回答＞ 

原子炉運転中における原子炉運転員の車両については、竜巻による飛来の影響を考慮しな

くても良いように、第 2 表に示す飛散距離を考慮し、車両をあらかじめ HTTR 敷地範囲外の

場所に駐車することとする。 

また、原子炉運転員以外の車両については、竜巻注意情報等が発令された後、気象状況の

確認により、原子炉施設へ迫ってくる竜巻と判断した場合には、一斉放送等の指示により、

車両を HTTR 敷地範囲外の場所へ避難させる。（第 2 図参照） 

なお、竜巻注意情報等が発令した場合の対応は以下のとおりとする。 

 

①注意喚起 

防災情報の配信サービス等により、竜巻の発生が予想される注意報などが発令された場合、

気象庁のホームページ等を確認して、その旨を施設全体に注意喚起する。 

 

②竜巻準備 

注意喚起後は、随時インターネット等による竜巻情報や屋外の周辺空の気象状況の目視確

認を行い、竜巻が迫ってくると判断した場合に、施設全体に竜巻準備を指示し、車両を退避

させる。 

 

なお、竜巻発生時の具体的な判断基準及び対応については、大洗研究開発センターで検討

した上で報告する。 

 

第 2 表 車両の飛散距離 

名称 飛散距離[m]※3 

普通車 148 

軽自動車 165 

※3 フジタモデルによる評価 

 

竜巻情報を確認してからの車両の避難の考え方について説明すること。 
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第 2 図 車両避難場所 

  

原子炉建家 約 210m 

約 240m 

約 340m 

車両避難場所 
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<回答> 

重要安全施設は原子炉建家内に全て設置されており、設計竜巻に対して原子炉建家が外殻

となることから当該重要安全施設は防護され、設計竜巻の影響を直接受けることはない。 

設計竜巻は、発生頻度が 10-6/年であり、発生頻度が 10-4/年※4 である設計基準事故との

同時発生を考慮しない。 

また、原子炉建家内の機器に起因した設計基準事故が発生した場合は、原子炉保護設備に

より原子炉は自動停止し、設計基準事故は短時間で安全に終止するため、その後の設計竜巻

との重畳を考慮する必要はない。なお、1 次冷却設備二重管破断事故等のバウンダリの破損

を伴う事故については、事象収束までの継続時間が長いが、発生確率が 10-8/年と非常に低

く、設計竜巻との重畳は考慮しない。 

設計竜巻によって影響を及ぼす恐れのある原子炉建家外の安全施設には、加圧水冷却設備、

補助冷却設備、補機冷却水設備、商用電源があり、それぞれの設備が損傷した場合、以下が

想定される。 

・ 加圧水冷却設備が損傷した場合は「1 次冷却材加圧水差圧高」警報により原子炉は自動

スクラムし、補助冷却設備による崩壊熱除去が行われる。 

・ 商用電源が損傷した場合は「中間熱交換器 1 次冷却材流量低」警報により原子炉は自

動スクラムし、補助冷却設備による崩壊熱除去が行われる。 

・ 補助冷却設備が損傷した場合は原子炉を通常停止する。 

・ 補機冷却水設備が損傷した場合は「中間熱交換器 1 次冷却材流量低」警報により、原

子炉は自動スクラムし、自然冷却による崩壊熱除去が行われる。 

 

なお、原子炉建家内の非常用発電機は外気と直接繋がった場所に設置されており、竜巻の

襲来により損傷する可能性があるが、損傷によって原子炉は自動スクラムしない。そのため、

非常用発電機の復旧ができない場合は、原子炉を速やかに停止する。 

以上のことから、原子炉建家外に設置している設備が損傷し、機能を喪失した場合は、自

動スクラム、又は通常停止を行う事ができ、崩壊熱を除去することができる。また、原子炉

への影響評価は、事象ごとの異常な過渡変化時の評価、若しくは設計基準事故時の評価に包

絡される。また、これらの原子炉建家外の安全施設は、全て耐震クラスが B クラス以下であ

ることから、Ss 地震時に全て破損し、原子炉に外乱が入ることが想定される。そのため、原

子炉建家外の安全施設全てが損傷した場合に、建家内の設備に発生する荷重についての評価

は、当該安全施設全ての破損が想定される地震による評価に包絡される。従って、設計竜巻

荷重と設計基準事故時荷重とを組合わせた評価を実施する必要はない。 

※4 出典：発電用軽水型原子炉施設におけるシビアアクシデント対策規制の基本的考え方について（平成 24 年 8 月 27 日 

原子力安全・保安院）  

設計竜巻荷重と設計基準事故時荷重との組合わせについて説明すること。 
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＜回答＞ 

飛来物調査では飛散防止対策を考慮するものとして、大サイズで柔な飛来物に分類される

以下の表に示すものがある。（第 3 表参照） 

なお、プレハブ小屋，事務所及びテントについて竜巻被害調査報告※6によると、作業事務

所として使用されていた仮設建築物（軽量鉄骨造）の上部構造とみられる構造部材が分解さ

れて飛散した状況が報告されている。  

この事から、藤田スケール F3 時における被害状況として、 HTTR に存在するプレハブ小

屋，事務所及びテントについても同様に分解されて飛散すると考えられるため、竜巻飛来物

の飛散防止対策としては、鋼製材の評価に包絡する。 

また、藤田スケールについては、竜巻やダウンバーストなどの突風により発生した被害の

状況から風速を大まかに推定するために考案されたものであり※７、飛来物評価モデルによ

る違いはないと考えられる。 

 

第 3 表 竜巻飛来物の飛散防止対策 

名称 飛散防止対策 

プレハブ小屋 
分解されて飛散※5するた

め鋼製材の評価に包絡 

事務所 
分解されて飛散※5するた

め鋼製材の評価に包絡 

自動販売機 撤去又は移設 

電気温水器 アンカー固定（既設） 

小型発電機 アンカー固定（既設） 

車両 退避 

テント 
分解されて飛散※5するた

め鋼製材の評価に包絡 

※5 藤田スケール F3 時における飛散指標より 

 

※6 参考文献：2006 年佐呂間町竜巻 被害調査報告 

(URL：http://www.kenken.go.jp/japanese/contents/activities/other/disaster/kaze/2006saroma/index.pdf) 

※7 出典：気象庁 HP より 

  

竜巻飛来物の飛散防止対策を説明すること。 
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＜回答＞ 

竜巻随伴事象としては、竜巻による飛来物により屋外に設置している機器が損傷し、原子

炉建家に火災などの影響を与えることが考えられる。 

このため、屋外に設置している危険物タンクを竜巻随伴事象の対象として選定している。

HTTR では屋外には化学薬品を貯蔵したタンクは設置していないことから、竜巻随伴事象に

よる化学薬品の影響は考慮する必要はない。

  

竜巻随伴事象として、危険物タンク以外に化学薬品等を考慮する必要はないか。 
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＜回答＞ 

竜巻評価モデルについては、地上にある物体の挙動評価がより現実的に解析することが

可能なフジタモデル*1により行うが、設計竜巻の特性値、設計荷重の設定、設計荷重に対す

る構造計算においては、ガイド記載の値を採用する。（第 1 図参照）。 

なお、フジタモデルを使用した具体的な部分は以下のとおり。 

(1)飛来物の飛散解析をフジタモデルで評価している。車両については、算出した飛散距

離をもとに退避距離を考慮しており、最も飛散する軽自動車の結果である約 160m に

余裕を持たせた 200m を車両の退避距離とする方向で検討を進めている*2。 

(2)設計飛来物の設定に関しては、現地調査により確認された飛来物の物性値から求めた 

運動エネルギーと空力パラメータから、ガイドの値により鋼製材と鋼製パイプを選定

したが、フジタモデルで飛散解析*３（速度、距離、高さ及びエネルギー）を実施した

ところ、鋼製材及び鋼製パイプのエネルギーが小さな値となったことから、設計飛来

物の物性値についてはガイドに記載されている値を採用することとした。ただし、飛

散高さ及び飛散距離については、ガイドに記載がなかったため、TONBOS*4によりラン

キン渦モデルで算出した。 

 

*1 米国原子力規制委員会 NRC の要望により、1978 年にシカゴ大学の藤田哲也博士が開発した竜巻風

速場の工学モデルで、単一渦型の DBT-77 をいう（以下、「Fujita のモデル」という）。この Fujita のモ

デルを採用し、電力中央研究所が開発した数値解析コード「TONBOS」により飛来物の飛散解析を行っ

たもの。（第 148 回審査会合資料 3-1 参考資料 1 参照）。 

 

*2 車両退避等については、大洗研究開発センターの竜巻対応要領（作成中）により実施する。 

 

*3 解析条件（設計竜巻風速 100m/s、最大接線風速 85m/s、渦のコア半径 30m、渦の移動速度 15m/s、

物体配置 51×51 個、初期設定位置中心の x,y 座標 0,0、飛来物の初期高さ 0m、地上運動なし、飛行定

数 CDA/m：鋼製材 0.006453m2/kg、鋼製パイプ 0.005696 m2/kg） 

 

*4 電力中央研究所が、地上物体を対象とした現実的な竜巻飛来物評価法を提案し、飛来物速度や飛散

距離を評価するために開発した数値解析コード。 

 

  

ガイドの値を使っている部分とフジタモデルを使っている部分を明確にして説明するこ

と。 
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第 1 図 竜巻影響評価フローと竜巻風速場モデルの関係 
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平成 28 年 9 月 26 日審査会合におけるコメント 

 

＜回答＞ 

飛来物の飛散解析をフジタモデルで評価した結果、設計飛来物である鋼製材が原子炉建

家の上層まで到達することはないが、貫通・裏面剥離評価においては、原子炉建家の全て

の位置に到達するものとして、ガイドの風速で衝突させた結果である。 

外壁厚さは貫通を生じないための必要厚さを十分に上回っているため、飛来物は貫通し

ないが、裏面剥離の必要最小厚さに対して外壁厚さが一部下回っている部分については、

当該区画が裏面剥離しても、以下の理由により、原子炉冷却材圧力バウンダリ等の竜巻防

護施設に影響はない。（第 3 図及び第 4 図参照） 

(1)原子炉建家外壁（EL52.3～53.6m 及び EL53.6～60.7m）のオペレーションフロア（N-

409）及び原子炉建家屋根スラブ（最上部） 

  オペレーションフロアには、竜巻防護施設を内包する原子炉格納容器、使用済燃料

貯蔵プール等が設置されているが、仮にコンクリート片が落下してもその範囲は限定

的であり、鋼製の原子炉格納容器燃料交換ハッチ蓋厚さ（44.5mm）、及び使用済燃料貯

蔵プール貯蔵ラック遮へいプラグの蓋板厚さ■■を有していることから、裏面剥離に

よる影響はないと考えられる。 

  また、原子炉建家屋根スラブ（最上部）にはデッキプレート（鋼板）が施工されてい

ることから、裏面剥離によりコンクリート片は飛散しない*5（第 2 図参照）。 

(2)原子炉建家東側外壁（EL44.7～50.7ｍ）及び原子炉建家屋根 H-501 

  当該区画には竜巻防護施設はない。なお、換気空調設備が設置されているが、防護対

象設備ではない。 

   

*5「飛来物の衝突に対するコンクリート構造物の耐衝撃設計手法」平成 3 年 7 月 財団法人電力中央研究

所：伊藤他 に、デッキプレートが剥離物の飛散防止に有効であることの記載がある。 

 

押さえコンクリート

コンクリートスラブ

デッキプレート

防水層

 

第 2 図 HTTR 原子炉建家の屋根構造（最上部） 

 

 

 

評価対象施設の貫通、裏面剥離の評価結果について、どの程度の保守性があるか説明す

ること。 

核物質防護情報が含まれているため非公開 
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核物質防護情報が含まれているため非公開 
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＜回答＞ 

➢設計風速  

  設計風速を 100m/s で評価した場合、92m/s での評価と比較し風速で約 8%

（100/92=1.087）、鋼製材の飛散距離で 19%（263/220=1.19）、鋼製材の衝撃荷重で

28%（1755/1371=1.28）の裕度がある。（ランキン渦モデルで評価） 

➢物体の浮上  

  揚力係数に代わり抗力係数と見附面積の積の平均値を採用することで 20%

（12.0/9.5=1.2）の裕度がある。（第 148 回審査会合資料 3-1 表参-10 参照） 

➢物体の初期配置  

  ガイドの値で算出した場合、物体を多点数配置することで、1 点配置に比べ、飛散速

度等は大きくなることから保守性がある。（第 1 表参照。車両はフジタモデル、鋼製材

はランキン渦モデルで評価） 

  また、多点数配置の飛散速度等は、1 点配置とした場所においても、ほぼ同様の値で

あることから、同じ評価条件のもとでは多点数配置は 1 点配置と比較して十分な保守

性がある。 

第 1 表 車両及び鋼製材の初期配置による比較 

評価対象 飛散速度(m/s) 飛散高さ(m) 飛散距離(m) 衝撃荷重(KN) 

車両   

（軽自動車） 

600% 

（51/8.5=6） 

770%

（7.7/1.0=7.7） 

2200%

（156/7=22.2） 

3650%

（1680/46=36.5） 

鋼製材 390% 

（49/12.5=3.9） 

2900%

（29/1.0=29） 

1870%

（263/14=18.7） 

1540%

（1607/104=15.4） 

                 （表中のカッコ内は、多点数配置／1 点配置の値） 

評価条件 

      竜巻の最大風速： 100m/s 

竜巻の移動速度： 15m/s 

        竜巻コア半径 ： 30m 

        1 点配置   ： 設計竜巻の最大接線風速が生じる位置として、竜巻進行方向の竜巻半

径の位置での値（米国NRCガイドに記載されている方法を参考とした。） 

         多点数配置  ： 竜巻半径の 4 倍の正方形状に 51×51 個（2601 個）を等間隔に配置

し、その中の最大値を採用。 

        竜巻は物体の真上で瞬時に発生する。 

  

竜巻影響評価の保守性について、具体的な数値を示して説明すること。 
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➢車両の退避距離  

  フジタモデルにより算出した飛散距離に対し 25%（200/160=1.25）の裕度を持たせ

てある。 （フジタモデルで評価） 

 

➢評価対象施設の構造健全性  

  風荷重、気圧差荷重及び衝撃荷重評価はガイド値を使用して評価を行っており、保

守性を有していると考えている。 

なお、設工認で認可された設計用地震力（参考値）及び保有水平耐力は、設計竜巻荷

重に対し、以下のような裕度がある。（第 2 表参照） 

 

第 2 表 原子炉建家の構造健全性の裕度 

評価対象 NS 方向（EL50.7～60.7m） EW 方向（EL50.7～60.7m） 

設計用地震力

（参考値） 

200% 

（14906/7120=2.09） 

300% 

（14219/4725=3.00） 

保有水平耐力

（KN） 

800% 

（56976/7120=8.00） 

2300% 

（110226/4725=23.32） 

（表中のカッコ内は、設計用地震力又は保有水平耐力／設計竜巻荷重の値） 

 

➢評価対象施設の設計飛来物に対する健全性評価  

  設計飛来物が全ての位置に到達するものとして貫通、裏面剥離評価を行っている。 

  また、ランキン渦モデルによる評価対象施設への車両の衝突評価において、原子炉

建家外壁の厚さが、車両の貫通に対する必要最小厚さを十分に上回っているが、一部

に裏面剥離が発生する。但し、裏面剥離しても当該区画には竜巻防護施設はなく、原子

炉建家内の竜巻防護施設に影響のないことを確認した。（添付資料） 

   

以上より、竜巻影響評価においては十分な裕度があると考えている。 

なお、後段規制において、ランキン渦モデルにおける代表飛来物の評価を行う。 

 

   さらに、佐呂間竜巻の自動車飛散事例解析結果及び米国 Grand Gulf 原子力発電所へ

の竜巻来襲事例においては、フジタモデルでの解析結果が過少な結果となったが、実際

の飛散状況により近い結果であり、地表面における評価ではランキン渦モデルの結果

と比較すれば現実的であること、また、評価全体における保守性を有していることか

ら、本評価では過少評価とならないと考えている。 

 

   また、日本版改良藤田スケール（JFE スケール）を採用した評価については、現時点

では実施しない。なお、竜巻突風データベースは 2012 年 6 月までのデータを用いて評

価しているが、2012 年 7 月以降のデータで評価しても、最大風速 VB（92m/s）は変わ

らないことを確認している。 
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＜添付資料＞ 

車両が原子炉建家に衝突した場合の影響について 

 

車両の飛散解析においては、ランキン渦モデルを採用している米国 NRC 

Reg.Guide1.76 において、飛散物（自動車）が 9.1m（30feet）以下に影響を及ぼすと

していることを参照し、車両の衝突高さを 10m 以下として評価を行った。   

車両の飛散解析結果から、ランキン渦モデルでは飛散高さ、飛散距離がフジタモデ

ルによる評価結果と比較し、保守的な結果となる（添付第 1 表）。 

フジタモデルによる飛散解析結果から、車両は保守的に 200m 以上退避させる方向

で検討を進めていることから、原子炉建家に衝突することはない。なお、車両が衝突

したとして評価した場合、飛散高さは約 5.9m であり、衝突範囲の外壁の厚さは車両

の貫通に対する必要最小厚さを十分に上回っており、裏面剥離も発生しない（添付第

2 表）。 

ランキン渦モデルで車両が衝突したとして評価した場合、外壁の厚さは車両の貫通

に対する必要最小厚さを十分に上回っており、原子炉建家内の竜巻防護施設に影響の

ないことを確認した（添付第 3 表）。 

EL44.7～50.7m（地上 2 階：約 8～14m）の区画において裏面剥離が発生する結果

となったが、当該区画に竜巻防護施設はない。なお、換気空調設備が設置されている

が防護対象施設ではない。 

 

 

 

 

 

  

核物質防護情報が含まれているため非公開 
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核物質防護情報が含まれているため非公開 
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平成 28 年 9 月 26 日審査会合におけるコメント 

 

＜回答＞ 

竜巻飛来物の調査結果及び飛散速度等算定結果から、飛散して衝突した場合に、衝撃力

が大きいと考えられる大サイズで柔な飛来物に分類されるものについて竜巻防護対策を実

施することとし、車両については影響のない距離への退避、自動販売機は撤去又は移設、

電気温水器と小型発電機はアンカー固定（既設）、プレハブ小屋、事務所及びテントについ

ては、分解されて飛散するため鋼製材の評価に包絡するものとした。 

ランキン渦モデルで評価した場合、剛飛来物のうち敷鉄板が、鋼製材より運動エネルギ

ーが大きいことから撤去する。その他の剛飛来物は、鋼製材より運動エネルギーが小さい

ため、鋼製材に包絡されると考えている。（第 5 図参照） 

竜巻の性状及び飛来物の飛散方向には不確定性があることから、飛来物は配置場所から

直線的に飛来してくることを前提条件としているが、HTTR の飛来物の殆どが原子炉建家

等の建物に近接していることを考慮すると、原子炉建家に直接影響を与えるとは考えにく

い。（第 148 回審査会合資料 3-1 P14－P15 参照） 

衝突評価においては、設計飛来物の衝突する方向を、評価対象施設に対し垂直に衝突す

ることとして、安全側の設計となるように評価を行う方針であり、詳細設計において結果

を提示する。 

なお、竜巻防護対策状況及び新規飛来物の有無等については定期的に飛来物調査により

確認する。 

以上より、竜巻防護対策は、飛来物の飛散解析結果と実際の配置状況を考慮して実施す

ることが合理的であると考えている。 

 

 

竜巻防護対策で考慮している防護措置について説明すること。 
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第５図 設計飛来物の選定フロー（第 87 回審査会合資料 2-1 P23 参照） 
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2019 年 3 月 26 日審査会合におけるコメント 

 

＜回答１（想定している竜巻飛来物（鋼材）の代表性）＞ 

「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド」（以下「竜巻ガイド」という。）に設計飛来物の

選定の基本的な考え方として以下の内容が記載されている。 

 

（1）設計対象施設に到達する可能性がある飛来物を検討する範囲は、原子力発電所の敷

地内を原則とすること。 

（2）選定する設計飛来物は以下の項目を満たすこと。 

①大きな運動エネルギーを持つ飛来物（自動車等） 

②施設の貫入抵抗を確認するための固い飛来物（鉄骨部材等） 

④ 開口部等を通過することができる程度に小さくて固い飛来物（砂利等） 

 

（1）については、HTTR 敷地内の飛来物に係る現地調査（プラントウォークダウン）を行

い、評価対象施設に影響を与える可能性があるものを抽出している。なお、原子力規制庁

による視察は平成 30 月 7 月に行われた（参考資料）。（2）については、（1）で抽出した飛

来物のうち、剛性が高く、かつ、飛散時の運動エネルギーが大きい鋼製材及び鋼製パイプ

を設計飛来物として選定した。（選定方法は平成 27 年 12 月 18 日審査会合資料（121 ペー

ジ）参照）。 

 

ここで、設計飛来物の形状は、竜巻ガイドにて設計飛来物の設定例として記載されてい

る鋼製材及び鋼製パイプの形状とし、飛散時の運動エネルギーが設計飛来物を超える飛来

物については離隔、撤去等の対策を行うこととしている。なお、設計飛来物の選定に当た

り、（２）①～③の飛散については、以下のように考慮している。 

 

①については、離隔、撤去、固縛、固定による対策を行う。また、分解されて飛散する

ものは鋼製材に包絡される。 

②については、飛散時の運動エネルギーの最も大きな飛来物が鋼製材であり、鋼製材及

び鋼製パイプを設計飛来物として選定している。 

③については、砂利等が通過することができるシャッター等の開口部は鋼製材が貫通

するものとして評価しているため、鋼製材の評価に包絡される。 

 

以上より、竜巻ガイドの記載を参考に鋼製材及び鋼製パイプを代表飛来物として選定し

ている。  

竜巻防護設備に対して想定している竜巻飛来物（鋼材）の代表性や防護対象設備が建家

外壁で防護できない場合の具体的な防護対策を説明すること。 
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参考資料 
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＜回答２（防護対象設備が建家外壁で防護できない場合の具体的な防護対策）＞ 

 

竜巻防護施設の外殻となる施設の外壁の厚さは、設計飛来物の貫通を生じないための必

要な厚さを有しており、設計飛来物が貫通することはない。しかし、外壁の一部に裏面剥

離が生じる箇所がある。（図 1 参照）そのような場合でも竜巻防護施設に影響のないことを

以下のように確認している。 

 

（１）原子炉建家１F の燃料取扱フロアでは、壁面から発生した裏面剥離コンクリートが

使用済燃料貯蔵プール、貯蔵ラック及び竜巻防護施設を内包する原子炉格納容器に衝

突する可能性があるが、以下により竜巻防護施設は防護される。 

①使用済燃料貯蔵プール及び貯蔵ラックは、使用済燃料貯蔵プールの貯蔵ラック遮

へいプラグの蓋板により防護される。 

②原子炉格納容器は燃料交換ハッチ蓋により防護される。 

 

（２）使用済燃料貯蔵建家の１F では、壁面から発生した裏面剥離コンクリートが使用済

燃料貯蔵セル及び貯蔵ラックに衝突する可能性があるが、使用済燃料貯蔵セルの貯

蔵ラック遮へいプラグの蓋板により防護される。 

 

このことから、建家の外壁で裏面剥離を防護できない場合の防護対策は必要無い。 

 

なお、竜巻防護施設の外殻となる施設の開口部に対する飛来物の貫通については、原子

炉建家については貫通先の区画に竜巻防護施設が無いことから影響は無い。また、使用済

燃料貯蔵建家については、開口部を貫通した飛来物が使用済燃料貯蔵セル及び貯蔵ラック

に衝突する可能性があるが、使用済燃料貯蔵セルの貯蔵ラック遮へいプラグの蓋板により

防護されるため、影響は無い。 
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図 1 裏面剥離コンクリートが衝突する可能性のある竜巻防護施設 

 

  

核物質防護情報が含まれているため非公開 
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2019 年 3 月 26 日審査会合コメント 

 

 

１．火山及び竜巻に対する防護の基本的考え方について 

HTTR では、平成 29 年 4 月 18 日の審査会合において、外部からの衝撃による損傷の防

止に関する基本的考え方として、試験研究炉である HTTR は、実用炉と比較して潜在的リ

スク（エネルギー、インベントリ、崩壊熱）、事故発生時の潜在的な影響の度合いに極めて

大きな違いがあり、HTTR の固有の安全特性と相まったグレーデッドアプローチを適用し、

第 6 条の要求事項に適合するための考え方を示した。 

発生頻度が極めて稀と考えられる火山及び竜巻に対しては、設備と運用による対策を組

み合わせ、安全確保上重要な原子炉の「停止」、「冷却」、「閉じ込め」及び「使用済燃料冷

却」機能を損なわない設計とする。このため、火山や竜巻に対して防護する安全機能とし

て、HTTR の固有の安全性を考慮した、①原子炉の緊急停止機能、②放射性物質の閉じ込め

機能（原子炉冷却材圧力バウンダリ及び周辺公衆に過度の被ばくを与える可能性のある系

統）、③それらに必要な監視機能、及び④使用済燃料の貯蔵機能を抽出した上で、これらの

安全機能を有する安全施設を防護対象施設として、影響評価を行い、安全機能を損なわな

いよう設計する。 

火山及び竜巻に対しては、原子炉施設に影響が及ぶ前に原子炉の停止操作を講じるとと

もに、停止後の状態及び使用済燃料冷却の状態を監視する。監視するために必要な電源は、

火山防護施設である直流電源設備の蓄電池から供給する設計とし、さらに蓄電池の枯渇後

(60 分以降)は、可搬型計器、可搬型発電機等を用いて、必要な監視を商用電源が復旧する

までの間継続して行う措置を講じる。 

防護対象施設以外の安全施設は、火山や竜巻による損傷を受けたとしても原子炉は安全

に停止・維持でき、また放射性物質の閉じ込め及び使用済燃料の貯蔵は確保できることか

ら、火山や竜巻による影響を評価する対象とせず、損傷した場合には代替措置や修復する

等の対応により必要な機能を確保する。可搬型発電機の保管場所を図２に示す。 

次項に竜巻発生時における原子炉の事前停止及びその後の対応措置について述べる。 

 

２． 竜巻に対する対応 

竜巻に対する対応フローを図３に示す。 

（１）大洗研究所の対応 

①竜巻情報の確認 

大洗研究所では、竜巻注意情報※1 を受信することにより情報を入手するとともに、

茨城県内に竜巻注意情報が発表された場合は、気象庁のホームページにより監視を強

化することとしている。 

 

竜巻や火山による外部事象に対して、その発生を検知し事前に原子炉を停止することと

しているが、原子炉の停止手段、及び停止後の監視の手段について具体的に説明するこ

と。 
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②竜巻対応準備指示及び竜巻対応指示の発令 

大洗研究所では、竜巻発生確度ナウキャスト※2 の 1 時間後までの予測図に「竜巻発

生確度※3２」が出現して、その移動方向に大洗研究所が含まれる予測を確認した場合に、

避難、車両移動等の対応準備が必要と判断した場合は、大洗研究所長は「竜巻対応準備

指示」を発令し、大洗研究所内に周知することとしている。 

さらに、大洗研究所長は、竜巻発生確度ナウキャスト及び雷ナウキャスト※4 の 1 時

間後までの予測図に「竜巻発生確度２」及び「雷活動度※5３以上」が出現し、これらの

移動方向に大洗研究所が含まれる予測を確認した場合は、「竜巻対応準備指示」から切

り替え「竜巻対応指示」を発令することとしている。また、「竜巻対応指示」を発令し

た場合には、大洗研究所の現地対策本部を設置し、竜巻情報の進展状況及び各施設対応

状況を確認することとしている。 

 

（２）HTTR 原子炉施設の対応 

①事前措置 

竜巻の発生に備え、事前に以下の措置を実施する。 

建家周辺の資機材類について、事前に固縛等の飛散防止対策を実施する。 

また、気象情報から、発達した低気圧や大雨などにより竜巻などの激しい突風が予想さ

れる場合、「竜巻などの激しい突風に注意」という予報が発表される。その場合、車両

等については、事前に HTTR 敷地外の範囲（車両の飛散距離約 170m 以遠の範囲）に駐

車する。さらに、竜巻の前兆として確認される、空の変化（急に暗くなる、雷鳴が聞こ

える、ひょうが降ってくる等）に注意し、その兆しがあった場合、レーダー・ナウキャ

ストにより監視強化を行う。 

 

②竜巻対応準備指示発令及び竜巻対応指示発令時の対応 

竜巻対応準備指示が発令された場合は、屋外作業の実施状況を確認するととともに、

避難場所（原子炉建家内等）、車両の移動先等を周知する。 

竜巻対応指示が発令された場合、原子炉運転中の時は、手動スクラムにより原子炉の

停止操作を行う。屋外作業は禁止させるとともに、原子炉建家内等へ避難させる。また、

原子炉運転中又は使用済燃料貯蔵中にあっては、竜巻による車両の飛来によって原子

炉建家等が損傷することを防止するため、HTTR 敷地外の範囲（車両の飛散距離約 170m

以遠の範囲）に車両を移動する。なお、原子炉運転員の車両については、竜巻による飛

来の影響を考慮する必要がないよう、予め原子炉建家等に影響を及ぼさない範囲に駐

車する措置を講じる。車両の移動先の範囲を図４に示す。 

 

③竜巻により商用電源等が喪失した場合の対応 

竜巻により商用電源が喪失し、さらに非常用発電機による電力供給を行わない場合

でも、原子炉を停止した後は、HTTR 固有の安全特性により、炉心は自然に冷却される

とともに、原子炉冷却材圧力バウンダリの健全性は維持され、原子炉は安全に停止・維 
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持が可能である。このため、竜巻による商用電源喪失時等においては、補助冷却設備等

への動力源としての電源供給は不要であり、蓄電池からの供給により停止後に必要な

監視を継続して行う。また、第 42 条（全交流動力電源喪失）に係る対応措置を行うこ

とで、蓄電池の枯渇後（60 分以降）についても、原子炉停止後に必要な監視を可搬型

計器、可搬型発電機等により継続する。蓄電池の枯渇後に必要な監視項目は、以下に示

す第 42 条に係る監視項目と同様であり、可搬型計器、可搬型発電機等による監視体系

は蓄電池枯渇前までに構築する。 

１）炉心冷却機能及び原子炉冷却材圧力バウンダリの閉じ込め機能の監視 

原子炉圧力容器上鑑温度及び補助冷却器出口ヘリウム圧力 

２）使用済燃料貯蔵プールの貯蔵機能の監視 

使用済燃料貯蔵プール水位 

 

 

※１：「竜巻注意情報」とは、積乱雲の下で発生する竜巻、ダウンバーストなどの激しい

突風に対して注意を呼び掛ける情報で、雷注意報を補足する情報として、各地の気象

台等が担当地域を対象に発表する情報。 

※２：「竜巻発生確度ナウキャスト」とは、竜巻の発生確度を 10 ㎞格子単位で解析し、

その 1 時間後（更新は 10 分間隔）までの予測を気象庁が行うもの。 

※３：「竜巻発生確度」とは、気象ドップレーダーなどから「竜巻が今にも発生する（又

は発生している）可能性の程度」を、気象庁が表１のように推定したもの。 

※４：「雷ナウキャスト」とは、雷の激しさや雷の可能性を 1 ㎞格子単位で解析し、その

1 時間後（更新は 10 分間隔）までの予測を気象庁が行うもの。 

※５：「雷活動度」とは、雷監視システムによる雷放電の検知及びレーダー観測などを基

にして、表２に示す活動度１～４で気象庁が表すもの。 
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表１ 竜巻発生確度ごとの内容 

発生確度２ 竜巻などの激しい突風が発生する可能性があり注意が必

要である。予測の適中率は 7～14％程度*、捕捉率は 

50～70％程度*である。発生確度２となっている地域に

竜巻注意情報が発表される。 

発生確度１ 竜巻などの激しい突風が発生する可能性がある。発生確

度１以上の地域では、予測の適中率は 1～7％程度*で

あり発生確度２に比べて低くなるが、捕捉率は 80％程

度*であり見逃しが少ない。 

＊：適中率及び捕捉率は平成 30 年 12 月時点の値であり、過去 30 か月の検証によ

り見直される。 

 

表 2 雷活動度ごとの雷の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 可搬型発電機の保管場所 

  

HTTR原子炉施設
原子炉
建家

建設
管理棟

N

機械棟

可搬型発電機保管場所

可搬型発電機保管場所

活動度 雷の状況 

４ 激しい雷 落雷が多数発生している。 

３ やや激しい雷 落雷がある。 

２ 雷あり 雷光が見えたり雷鳴が聞こえる。落雷の可

能性が高くなっている。 

１ 雷可能性あり 現在、雷は発生していないが、今後落雷の

可能性がある。 
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竜巻対応準備指示発令 

（所） 

・大洗研究所内への周知 

・情報収集 

（HTTR） 

・屋外作業の実施状況確認 

・避難場所、車両移動先等の周知 

竜巻対応指示発令 

竜巻注意情報の監視 

（所） 

・茨城県内に竜巻注意情報の発表 

・気象庁ホームページによる監視強化 

（HTTR） 

・原子炉の停止操作、崩壊熱除去の実施 

・屋外作業の禁止、建家内への避難 

・車両の移動 

（所） 

・大洗研究所の現地対策本部設置 

・大洗研究所内への周知 

・施設の措置状況確認、情報収集 

竜巻により商用電源等が喪失した場合 

（HTTR） 

・蓄電池による停止後の監視継続（60 分以内） 

・可搬型計器等による監視（60 分以降） 

図 3 竜巻に対する対応フロー 
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図 4 車両の移動先の範囲 

 

駐車予定場所 
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2019 年 5 月 22 日審査会合コメント 

可搬型発電機を用いた監視について、必要な要員、分散している保管場所からの移動、

接続箇所、ケーブル敷設ルートを考慮しても蓄電池の枯渇前に電源供給が可能であるこ

とを説明すること。また、中性子束の監視が必要であるかを説明すること。 

 

2019 年 3 月 26 日審査会合コメントのうち、第 28 条、30 条、42 条、47 条、51 条の質

問回答資料にて説明する。 
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コメント事項  

可搬電源接続の成立性について、まとめ資料の説明に加えること。（作業要員、タイム

チャート、配置、アクセスルート、連続運転可能時間と給油時間、休日・夜間の対応、

特定施設運転員の位置づけ） 

【回答】 

火山及び竜巻の影響によって全交流電源が喪失した場合の対応は、本体施設運転員 5 名

及び特定施設運転員 3 名の合計 8 名並びに運転班以外の事故対応要員で対応する。な

お、休日・夜間の事故対応要員は、緊急呼び出し装置により参集され、約 1 時間後には対

応に加わることが可能である。 

表 1 に本体施設運転員と特定施設運転員*のみで対応した場合のタイムテーブル、図 1

に可搬型発電機の運搬ルート概略図、図 2 にケーブルの敷設ルート概略図を示す。下表に

示す通り、全交流電源が喪失してから 40 分以内に可搬型の計器等を用いたパラメータ監

視の開始が可能である。なお、可搬型発電機は燃料タンク約 15L を有しており 10 時間以

上の連続運転が可能であり、適宜給油（給油時間：5 分程度）を行い必要な電力を可搬型

の計器等に供給し監視を継続する。 

*特定施設運転員：電気設備、換気空調設備、補機冷却水設備等のユーティリティの運

転員で、原子炉施設本体の運転は行わない。 

 

表 1 本体施設運転員と特定施設運転員のみで対応した場合のタイムテーブル 

 

※原子炉運転中は、本体施設運転員及び特定施設運転員合計 8 名が
24 時間体制で運転操作・監視を行う。 
本体：本体施設運転員 
特定：特定施設運転員 
 

 

図 1 可搬型発電機の運搬ルート概略図 

 

原子炉建家

建設
管理棟

軽油/油脂倉庫可搬型発電機/機械棟可搬型発電機/物置
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図２ ケーブルの敷設ルート概略図 

核物質防護情報が含まれているため非公開 



 

竜巻－135 

コメント事項    

竜巻対策としている可搬電源の設置場所、接続先について、竜巻飛来物の影響（貫通、裏

面剥離）を受けない設計であることを申請書本文に明記するとともに、具体的な説明を

まとめ資料に加えること。（竜巻が去った後に可搬電源を設置する場合、竜巻襲来時に保

管場所が２箇所とも損壊することはないか。） 

可搬型発電機を用いた電源供給について、「3.3 可搬型発電機による電源供給の方法」に

おいて、火山事象発生時には、火山灰警戒が発令した時点で可搬設備を搬入するとして

いるが、竜巻発生時における対応については言及がない。竜巻通過後に搬入するという

説明であったので、これを明記すること。 

 

【回答】 

可搬型発電機2式は保管場所を分散しており、それぞれの保管場所は設計竜巻の直径（60

ｍ）を考慮して離れた（約 230ｍ）場所としている。 

設計竜巻の通過により、原子炉建家が設計竜巻の影響を受ける場合は、これら分散して

保管している可搬型発電機 2 式が同時に損壊することはない。 

また、竜巻飛来物の影響を考慮し、可搬型発電機の設置場所を原子炉建家内の２箇所と

するとともに、可搬型発電機の接続先は竜巻飛来物の影響が及ばない原子炉建家内の地下

とする。なお、可搬型発電機の原子炉建家内への設置作業は、作業員の安全確保のため、

竜巻の通過後等、竜巻による環境影響が緩和した後に行う。 
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コメント事項  

可搬電源（ディーゼル）の排気はどのように処置しているのか、作業員への悪影響はな

いのか、まとめ資料で説明すること。 

【回答】 

可搬型発電機は原子炉建家内に搬入し、屋外との間の扉近傍で使用することとしてい

る。排気ガスは、排気ダクトを用いて屋外に導き排出する。（下図参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 可搬型発電機の排気ガス排出のイメージ 

  

核物質防護情報が含まれているため非公開 
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コメント事項  

可搬電源の燃料は油脂倉庫に保管することにしているが、自然現象からの防護設計をど

のようにしているかまとめ資料で説明すること。 

【回答】 

可搬型発電機の燃料として用いる軽油は、油脂倉庫に７日間連続運転できる量（約 250L）

を保管する。また、可搬型発電機は燃料タンク約 15L を有しており 10 時間以上の連続運

転が可能である。 

万一、油脂倉庫が損壊して同倉庫内の軽油が使用できない場合は、保管時に充填されて

いる燃料が消費される前に、大洗研究所内の他施設から融通する、或いは外部調達する等

して必要な燃料を確保する。 

 

 

コメント事項  

可搬型電源を原子炉建家に保管せず、屋外に分散配置とした理由は何か。 

（竜巻や地震からの防護の観点からは少なくとも１式は原子炉建家内に置けるはずだ

が） 

 

【回答】 

可搬型発電機は、軽油、潤滑油を内包しているため火災源となる。一方で、火災防護の

観点から、なるべく原子炉建家内に火災源となる物を保管しない方針としている。このた

め、当該可搬型発電機を保管する場所は、原子炉建家内とせず屋外としている。なお、自

然現象の影響を考慮して、屋外の２箇所に分散して保管する。 

 


